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はじめに
　経営哲学という領域はすでに理論化が進められている
が、学者により、定義や研究範囲が異なる。先行研究を踏
まえて、本研究の「経営哲学」とは、企業家の考えをはじ
めとする、企業理念、ビジョン、行動規範など明文化した
ものを含めて、企業の経営活動における判断基準と外部の
利害関係者に対する約束を両方求める経営実践思想という
ことである。
　現在、経営哲学と企業のパフォーマンスとの関係性に着
目し、企業家は経営哲学の制定・浸透の過程の体系的な組
み立てに熟考を重ねている。日本と中国の企業家はそれぞ
れの経営哲学の特徴があり共通点もあるが、グローバル化
においては、日本と中国の経営哲学を理解する上で日本企
業が中国事業を展開する時の経営哲学を考える必要がある。
　本研究は、日本の上場企業に対する「アジア事業を展開
する企業―トップマネジメントの考え」に関するアン
ケート調査をもとに、今日における日本企業の中国事業を
展開する時にどんな経営哲学を考えるべきか、どのように
浸透するかについて実証的に論ずる。
１ ．実証研究の目的
　現代企業の経営哲学の実態調査、経営哲学とパフォーマ
スとの関係、そして、浸透メカニズムなどについての研究
は多岐にわたる。しかし、経営哲学あるいはその一部分と
しての経営理念が具体的に強調すべき内容、そしてグロー
バル化の背景下、適合な経営理念の策定内容と企業の売
上・利益の拡大を結びつける要素についての研究はまだ不
足である。従って、本研究は日本企業の中国進出の経営哲
学に関する仮説を設け、アンケート調査をするものである。
２ ．経営哲学の測定項目
　中川、由井（1969、p.40）の研究を通じて、日本の歴史
上の経営者階層は、江戸時代の産業化以前の伝統社会に、
家産の維持・家業への献身の理念を持った。明治初期から
中期の産業化の離陸期に道義的・国益主義を強調した。そ
して、明治後期から大正期の産業社会の確立期には、自
立・自助と合理主義さらに、戦後は企業ナショナリズムと
それへの反省として論理的規範的理念から方針あるいは戦
略志向的な理念が多くなる傾向を示していることがわか
る。厚東（2013、p.387）によれば、現在には「社会的責
任」（corporate social responsibility）をよく強調され、利
潤追求よりも社会的な存在意義や貢献を謳い、持続的発展
を遂げている。更に、グローバル社会となった今は、企業
の存在は自分の国の国民のためではなくて、人類のため、
国内の経済に貢献するより国際地域共生のため、国産化か
ら国際化へ発展していくべきだと、すでに一般通念である。
　中国では、経営哲学は「商人精神」、「管理哲学」、「管理
芸術」、「経営思想」などでよく使われているが、今も「経
営理念」、「経営哲学」を企業に大切されている。余
（1991、p.17）は「儒家の道徳規範が、商人の実際行為に
対して発揮された、直接あるいは間接的な影響である。こ
れは商人倫理の来源問題と関わりがある」と述べた。現
代、科学技術は日進月歩の世の中、急激な社会変容や異文
化の対応や様々な企業の不祥事が社会問題化するにつれ、
経営哲学の中に儒家価値観の大義・天道、創業垂統が改め
て注目されると同時に、中国企業家は新価値、新体験、新
技術、創意工夫、使命感などを導くものとして唱えている。
　要するに、企業のグローバル化への対応、社会的責任の
実現、国際経営を達成するため企業経営理念の独自性、科
学技術と IT 情報化の導入により企業のスピーディー化、
相互依存的国際関係の深化と「地域共生・地域繁栄」の認
識、リーダシップ力など、日本でも中国でも目指す企業像
の共通点となっているのを測定項目とする。
３ ．仮説の提示
　以上の検討を踏まえ、下記の四つの仮説を提起し、経営
哲学とその実践の視点からみる日本企業の中国事業展開の
自由論題
「日本の経営哲学と中国事業の展開 
「アジア事業の成功要因」に関するアンケ トーをもとにして 」
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亜細亜大学アジア・国際経営戦略研究科博士後期課程
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ビジネスモデルを構築する。
　仮説1： 経営理念において独自性を持っている企業の方
は業績が良い。
　仮説2： 中国事業を開拓する時、描いた構想をスピー
ディーに実行すればするほど、中国における営
業利益が伸びている。
　仮説3： 個別企業の利益を超えて国や国際社会の繁栄を
意識的に実践しれば企業は、アジア事業を成功
する可能性が高い。
　仮説4： 本社のトップが自ら積極的に経営理念を現地法
人に浸透することで、現地の従業員と顧客の満
足度が高まる。
４ ．仮説検証の結果
　2017年7月、亜細亜大学アジア・国際経営戦略研究科の
池島研究室は、「アジア事業の成功要因に関するアンケー
ト」調査を実施した。今回は、アジア事業を行っている日
本企業1900社を対象に、本社の海外事業担当役員に調査票
を郵送し、75社の有効回答を得た。その回収率3.9％であ
る。その中で、相関関係の有意確率は5％水準で統計的に
有意的なものを使用した。アンケートを行う際、便宜上に
経営哲学と経営理念を同意義として調査を進めた。
表1：仮説1（筆者作成）
表1：仮説1 
表1に示されているよう
に、日本、中国およびアジ
ア全体における直近3年間
の企業業績はいずれも「経
営理念の独自性」と正の相
関関係となっている。経営
理念の独自性があれば、本
社の業績だけではなく、中
国進出する現地経営の業績
にもプラスになる。  
表2：仮説2 
相関関係は表2に示されているように、
現地の中国企業における直近3年間の企業
業績は「スピーディーな意思決定」、「描い
た構想をスピーディーに実行する」、「早期
の黒字化を図る」といずれも正の相関関係
となっている。中国事業を開拓する時、描
いた構想をスピーディーに実行すればす
るほど、中国における営業利益が伸びてい
る。経営理念に基づき経営戦略をスピーデ
ィーに実践、スピーディーに成果を出すの
は中国事業に有利である。 
 
表3：仮説3                    表3に示されている相関関係をみる
と、トップマネジメントは経営理念
について個別企業の利益を超えて国
や国際社会の繁栄を考えている企業、
あるいはアジア事業を推進する際に
個別企業の利益を超えてアジア地域
の繁栄を考えている企業、つまり、
「地域繁栄」のことを意識的に実践
されている企業が、中国における直
近3年間の営業利益が伸びている。 
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　表4のように、本社のトップが自ら積極的に経営理念を
現地法人に浸透することで、「現地従業員に会社への帰属
意識を持たせる」（p<.001　n=73　r=0.373）、「現地の顧客
ニーズにきめ細かく応えた商品を提供している」（p<.0013　
n=72　r=0.293）の相関関係はある。トップ自らのスピー
チやメッセージなどを通じて、直接に社員に強い意識を伝
われるのは一番効果的である。
おわりに
　今日の中国ビジネス環境では、新たなビジネスモデルで
急成長する企業が多い。強みを活かすため、そして自社の
顧客価値の提供と従業員の帰属意識を形成するため、会社
の独自性を持っている経営理念を貫くことが大切である。
そして、中国現地経営では描いた構想をスピーディーに実
行すればするほど営業利益が伸びている。その上、自社の
利益より「地域繁栄」を意識することによって、現地ネッ
トワークの構築が順調となり、知的財産戦略を強化して競
争優位を実現できると提起した。また、本社のトップが自
ら積極的に経営理念を現地法人に浸透することで、従業員
と顧客の満足度が高まる。
　企業が正当利益を追求するのは当然だが、利益より理念
を重視する企業は安定な成長が長く続けると思われる。実
証研究により、明文化した企業理念、ビジョン、ミッショ
ンを含めた企業の経営哲学の策定、浸透及び実践を重視す
ることが長期的に企業の発展に有利だという結果が得られ
たといえよう。
　今後、経営哲学を深く研究する為、創業者の経営哲学の
継承と影響、社内で具体的な浸透方法などについて事例研
究やインタビューで考察する必要である。さらに、実務的
な視点からみる中国企業が海外進出の現状と未来への展望
についても研究し続けたい。
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